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研究成果の概要（和文）： 
本研究の目的は、CSR（cooperate social responsibility）活動の経済性評価を支援する管

理会計手法の可能性と課題を抽出することにあった。企業が CSR 活動の影響ないし効果を経済
性の観点から評価したいと望むのは、組織の内外のステークホルダーから当該諸活動が企業な
らびに社会の持続的成長・発展に寄与するものであるとの合意を引き出し、CSR 活動の持続可
能性を確保したいとの思いがあるからだ。ただし、CSR 活動の内容が多岐に及ぶことにくわえ
て、管理会計の貢献領域も限られているといわなければならない。おそらく、バランスト・ス
コアカード（balanced scorecard）の概念およびフレームワークを援用した CSR スコアカード
（あるいは CSR 戦略マップ）は上記の目的にとって有用な数少ないツールのひとつといえよう。 
このツールは、CSR 活動の「マテリアリティ」、すなわちそれらの活動がどれだけ組織的利益

を増加させるかをダイレクトに評価することはできないけれども、当該活動と将来における経
済的リターンとの因果関係を提示する。われわれの研究は、CSR スコアカードがインタンジブ
ルズとしての CSR の潜在性を見える化することにどれだけ有用かをイノベーション･アクショ
ンリサーチをつうじて検証した。あわせて、とくにそれが CSR を履行することに対する組織構
成員間の合意形成を促進する強力な支援ツールとなりうることを明らかにした。さらに、われ
われはマテリアリティに代替する概念であり、インタンジブルズが経済的な結果に結びつく容
易さに言及する「レディネス」の評価を可能にする新たなフレームワークを提示した。 
 

研究成果の概要（英文）： 
This study examined the potential of a management accounting tool that helps to estimate 

the profitability of CSR(cooperate social responsibility) rerated activities. Every firm 
hopes to estimate the effects or influences of these activities on their economical 
performance, since they must reach a consensus on the activities with their stake-holders 
and ensure the sustainable execution of CSR. The contents of CSR rerated activities, 
however, are put on various, and the domain to which management accounting could 
contribute is limited. For the above objectives, probably, CSR Scorecard (or CSR Strategy 
Map) backed up by the ideas and framework of Balanced Scorecard will be one of the very 
few useful tools.  
The tool shows a cause and effect relationship between CSR related activities and 

economical returns in future, although it is not able to evaluate the“materiality” of 
the activities directly; how much these activities increase organizational profits. By 
innovation action research, our study verified the relevance of CSR Scorecard to visualize 
the potential of CSR as intangibles, and especially identified that it will be a strong 
support tool to promote the consensus-building for carrying out CSR among the organization 
members. Furthermore, we suggested a new framework for evaluating the “readiness” that 
is an alternative to materiality and means the facility or ease with which intangibles 
combine with economical results. 
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１． 研究開始当初の背景 
環境報告書（エコレポート）や環境会計へ

の関心の高まりを背景に、環境に配慮した経
営活動の成果を積極的に評価して、組織構成
員の環境意識を高め、さらに将来の環境対策
の立案にフィードバックさせようとする試
みが世界的な広まりを見せている。また､必
ずしも同質ではないものの、先進的な企業を
中心に、みずからの社会的責任を積極的に全
うしようとする動きが活発化してきている
ことも、上記の試みを後押ししていると考え
られる。 
こうした環境配慮や法律の遵守、さらには

社会的公正の追求は、しばしば CSR と総称さ
れる。企業経営の最終的な目標が利益の極大
化ではなく、組織の持続可能性であるとされ
る昨今、それは一部の先進企業のみならず、
あらゆる組織が長期的な視野に立って、まさ
に戦略的に取り組まなくてはならない最優
先課題である。本研究は、戦略的な業績管理
システムとして近年注目を集めているバラ
ンスト・スコアカード（balanced scorecard：
BSC）とその展開ツールと目される戦略マッ
プ（strategy map）の新たな貢献の方向性と
して、上記の CSR に注目した。 BSC は、戦略
の実現にとって重要な成功要因となる諸活
動と当該活動の成否を判定する指標を「財
務」、「顧客」、「業務プロセス」および「学習・
成長」という４つの視点のもとで識別する。
そして、それらの視点を貫く経営諸活動の関
係性を因果連鎖の体系として描きだしたも
のが戦略マップである。研究代表者は、過去
10年以上にわたってと環境管理会計とBSCを
自身の研究の両輪をなすテーマと位置づけ
活動してきたが、その過程でいわば CSR をイ
ンフラとする事業戦略の立案とその実現が

組織の持続可能な成長の鍵であり、これをオ
ペレーショルな側面から支援する技術およ
びツールの構築が不可欠となるとの確信を
抱き、本研究を着想するに至った。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、CSR をインフラとして展
開される組織のサステナブル経営のための
戦略立案を支援するサポートツールの構築
である。そのため、本研究では CSR の追求を
戦略的かつオペレーショナルに支援するモ
デルを提案し、その意義と可能性を検証する
ことを主たる目的としている。このモデル
（CSR スコアカード）は、基本的には、既往
の BSC を CSR にフォーカスした形に修正しよ
うというものであるが、その中心になるのは､
スコアカードそのものというより、むしろ戦
略マップである。従来の戦略マップは、多様
なステークホルダーの利害を反映する戦略
目標を単一の次元にちりばめているだけで
あり、目標間の相関関係の強弱や、とりわけ
目標間に存在する無視できないトレードオ
フ関係をロジカルに描き出すことはできな
かった。そのため、実効性の乏しい計画設定
に終始することも少なくなかった。本研究で
は、こうした問題を解決して、組織の持続可
能性を高める実効力のある中長期戦略の立
案とその実現を支援する新しい戦略マップ
のモデルを構築することが第一の課題であ
る。 
ただし、戦略マップは、文字通り組織の進
むべき方向性を示唆する羅針盤にすぎない。
それだけに、実効力のあるマップを作成する
には、その詳細な設計図となる分析ツールが
別途必要である。くわえて、本研究における
議論がたんなる机上の空論に終わるか、それ



とも今後の実務のあり方に少なからず影響
をあたえる意義あるものとなるかどうかも､
ひとえにこの分析ツールにかかっていると
いっても過言ではない。本研究の第２の課題
はこのツールの開発であった。  
 さらに、上記のモデルおよびツールの開発
に成功したとしても、それらがたんなる理念
モデルに終始したのでは十分な貢献は期待
できない。そこで、本研究では協力企業と共
同で後述するイノベーション・アクションリ
サーチを実施し、モデルおよびツールの技術
的な問題点の洗い出しと、現実問題への適用
に向けたフィードバック情報の収集を目的
とした調査研究を平行して行うこととした。 
 ここで、イノベーション・アクションリサ
ーチとは、アクションリサーチの発展型であ
るが、従来のアクションリサーチが参与観察
を主たるプロセスとしているのに対し、リサ
ーチ対象となる組織に研究者自身が積極的
に関与して、新しいアイデアを実践するよう
サポートし、対象組織と共同で実務の改善に
あたるアプローチを意味する。 
 
３．研究の方法 
(1) CSR スコアカードのモデル構築 
本研究の目的を達成するために、まずは

CSR スコアカードのモデルの構築に努力を集
中させた。とはいっても、研究代表者はすで
にそのプロタイプとなるモデルを構築して
いたことから、具体的な作業としては、連携
研究者ならびに協力企業等の意見を聴取し
つつ､このモデルを適宜修正していくという
アプローチが中心となった。これと平行して、
CSR スコアカードの作成を技術的に支援する
ツールの開発も行った。 
 
(2)先行研究の分析 
本研究は、いわば萌芽的な性格を有してい

たが、 それであっても関連する研究は内外
に多く存在していた。これらの研究動向を調
査し、また資料の収集・解析を行うことが、
上記のモデルのオペレーショナルな性格を
強化するうえからも必要であったことはい
うまでもない。そのため、必要に応じて資料
収集および先行研究者からの意見聴取を目
的とした海外調査を実施した。 
 
(3)国内外のCSR取り組み状況の調査 
 上記と平行して、国内外の営利・非営利企
業を訪問調査し、CSRの効果的な履行を阻害し
ている問題要因等を把握するための情報収集
を行った。収集された情報を分析することを
つうじて、とくにCSR以外の戦略目標とトレー
ドオフ関係に陥りやすい要因の特定を初試み
た。 
 
(4)イノベーション・アクションリサーチ 

イノベーション･アクションリサーチは本
研究の特色をなすアプローチである。本研究
では、ヤヨイ食品（株）の協力をえて、この
リサーチを実施した。そこでは、CSRスコア
カードの作成と当該スコアカードにもとづ
く日常業務のマネジメントプロセスを定期
的に参与観察し、当該ツール導入に関わる促
進要因と阻害要因を、主に当初予期していた
諸要因との比較を軸に分析を行った。さらに、
スコアカードの作成を支援するツール（DTP
ワークシート改良版）を提案し、その設計と
運用のあり方についても同社のスタッフと
協議を重ねつつ研究を進めて行った。 
 
４．研究成果 
(1)CSRの活動の経済的成果の「見える化」 
多くの企業にとって、CSR活動の履行はレ
ピューテーションおよび将来の企業価値の
向上に少なからず寄与する。このことから、
CSRはある種の資本であると考えることもで
きよう。とはいえ、CSR活動の経済性、すな
わち利益業績との明確な相関関係の評価は
困難との指摘も少なくない。実際、両者の因
果関係を明確に掴むことはできない。そのた
め、仮に資本と位置づけられようとも、それ
はいわゆる「見えざる資本」であるところの
インタンジブルズの範疇に属する。 
いずれにせよ、資本と位置づけられるから
には、その経済性評価は避けて通れることの
できない課題となる。とくに、景気の低迷が
続くなか、ともすると経済的価値の向上に直
ちに結びつかない活動には十分な資金が回
らない傾向が見られる。それゆえ、CSR活動
の経済性評価は当該活動それ自体の継続的
な実施の可否を左右する重要な問題である
と同時に、仮に上記の評価の困難性ゆえに
CSRの履行が停滞するようなことにでもなれ
ば、社会的にも大きな損失を招くことになる。 
本研究では、かかる問題意識を背景として、
CSR 活動の経済性評価を支援する管理会計手
法を構築し、その可能性と課題を抽出するた
めの検討を行った。もっとも、経済性評価と
いっても、必ずしも定量的手法のみが議論の
対象となるわけではない。たとえば、CSR 活
動の履行は企業の他の経営活動の目的と矛
盾するものではなく、むしろ当該目的実現の
一端を担っていることを、明示的なモデルに
よって描き出すことも重要な課題のひとつ
といえよう。そこで、本研究では、BSC の枠
組みを援用した CSR スコアカードおよび CSR
戦略マップの活用を提唱し、イノベーショ
ン・アクションリサーチを通じて、その貢献
可能性の検証を試みた。以下、当該リサーチ
から得られた知見について概要を述べるこ
ととする。 
 
(2)CSR 戦略マップ作成に向けた課題 



ヤヨイ食品を対象としたイノベーショ
ン・アクションリサーチにおいては、CSR 戦
略マップの作成を軸に、活動成果をどのよう
な指標によって評価するかが中心的な検討
課題となった。これは、同社の CSR 担当セク
ションの活動内容を戦略的に概観するとと
もに、当該活動の成果を体系的に予測するこ
とを目的とするものであった。 
このCSR戦略マップは通常の戦略マップに

比べると、重要成功要因の数が多い点が特徴
といえる。通常の戦略マップであれば、それ
は企業のビジョンや事業戦略の実現にとっ
てなにが重要なファクターであるかを見極
めることが第一義的な目的とされる。ただし、
企業にとって、実践すべき CSR の中身はすで
に決まっており、あらためてこれを識別ない
し選択する必要はないケースがほとんどで
ある。結果として、戦略マップはアクション
プランに近い性格のものとなった。 
企業が真摯な姿勢でCSRに向き合えば向き

合うほど、その企業にとって CSR はなんら特
別な活動ではなくなる。それは、いわば企業
が果たすべきごく当たり前の貢献に過ぎず、
ゆえに一切の見返り、すなわち経済的成果を
求めないというのが、CSR の本来の姿といえ
よう。ヤヨイ食品の CSR 活動のモットーもま
さに同様であり、CSR はあくまでも本業の延
長上にある活動であるから、自社の業務に関
わりのない活動は実施の対象とはされてい
ない。また、同社は常日頃から「身の丈に合
った」貢献を心がけている。すなわち、でき
るとこらから実践するが、けっして無理をし
ないというのである。 
こうした背景から、CSR 活動を戦略マップ

上に体系的に整理することはけっして容易
な作業ではなかった。いうまでもなく、 
戦略マップを作成するという目論見自体、
CSR にある種の戦略性を認識しているからに
他ならないが、その基本的な前提が折にふれ
て同社の CSR思想と衝突することになったの
である。前述のように、同社にとって CSR は
日常的な業務の延長に過ぎず、競争優位に立
ちたいとか、売上を増大させたいといった思
惑からは無縁のものだった。そのため、本来
CSR に戦略的意味をもとめるべきではないと
の思いが少なからず同社の人々にはあった
のである。それでも、CSR を戦略的（効果的）
に実践していくことは可能であり、かつ必要
であるとの認識で一致し、CSR 戦略マップの
活用に関する同意を得ることができた。 
 
 (3)マテリアリティ評価の困難性 
CSR の課題の選択に際しては、マテリアリ

ティの評価がしばしば論点となる。ただし、
前述のように、ヤヨイ食品にとって同社が実
践すべき CSR の中身は、あえてこれを識別し
たり、特定する必要のないものといえた。な

ぜなら、その中身は本業との関わりのなかか
ら、そして地域の暗黙の要請に応えるかたち
で、必然的に顕在化してくるものであり、し
かも履行すべき範囲もまた、自社の身の丈を
考えればおのずと決まってくるものだから
である。そんなヤヨイ食品といえども、マテ
リアリティ（活動の財務的成果との関連性）
の評価とまったく無縁であるとはいってい
られない状況が一方にはあった。同社は伊藤
忠グループに属するが、自社の活動がグルー
プ全体の財務業績やレピュテーションに悪
影響を及ぼすことは当然許されない。くわえ
て、CSR を推進することで、本業に停滞が生
じたり、多額のコスト増につながるような場
合には、CSR 活動そのものがとん挫してしま
う可能性もあった。それゆえに、CSR を継続
的に実践していくためにも、たとえ経済的成
果に直接つながらずとも、少なくともこれに
負の影響を及ぼすと懸念される活動だけは
回避するように努めなければならなかった。 
そればかりではない。ヤヨイ食品にあって

も、すべての組織構成員がもろ手をあげて
CSR の推進に賛同しているわけではない。す
なわち、CSR がはたして企業業績の向上に貢
献するものなのかどうか懐疑的な見方も社
内の一部にはあり、こうした懸念を払しょく
したいとの思いが CSR担当部門にはあったの
である。実際、CSR 戦略マップを描くことで、
CSR の履行に対する同社内での合意形成は大
きく促進されることとなった。 
 

 (4)マテリアリティからレディネスへ 
同社の CSR 戦略マップは、各重要成功要因

に対して成果指標が設定されているものの、
その識別には多くの問題点が指摘されうる。
まず、各重要成功要因は本来的な意味での戦
略目標ではないから、これらに対してストレ
ッチな目標を設定することはできない。それ
ばかりか、CSR 関連の目標は概して定量的指
標とはなじみにくいことが、戦略マップの作
成プロセスで明らかとなった。ひとつには、
これは CSRがもともと一切の見返りを求める
ものではないことに起因している。それでも、
各 CSR活動についてはいつまでにどこまで実
行するかを明らかにすることは重要である。
しかし、これを定量的な指標を用いて表現し
ようとなると、一挙にその困難性が増加する。
ヤヨイ食品の場合も、各重要成功要因に対し
て定量的な成果指標が設定されてはいるが、
すべてが意味ある指標といえるかどうかは
疑問が残るところである。 
これにくわえて、ヤヨイ食品が切望するマ

テリアリティの評価を戦略マップ上で明確
な形で見える化することはほぼ不可能であ
った。繰り返し強調するように、同社の CSR
活動は財務的な成果とは無縁である。それで
も、あえて両者の相関を仮定してこれを戦略



マップ上に描こうとすると、マップそのもの
の信頼性が問われることにもなりかねない。
そこで、マテリアリティの評価は戦略マップ
とは異なる手段に頼らざるをえなくなる。具
体的には、戦略マップ作成の支援ツールであ
る DTP（design to performance）ワークシー
トというマトリックスを利用することにな
った。その際、マテリアリティをダイレクト
に評価するのではなく、レディネス
（readiness）を分析することを目指した。
レディネスとは、組織の戦略を支援するイン
タンジブルズの状態であり、財務流動性に近
い意味を有する。すなわち、それはあるイン
タンジブルズが経済的成果に結びつく程度
（容易さ）と考えてよいが、この程度は絶対
的なものではなく、組織や経営環境に依存す
る相対的な性格のものであり、個々の CSR 活
動と財務的な成果とを結ぶ組織的なインフ
ラストラクチャーの充足状況といってもよ
いだろう。すなわち、CSR 関連の活動の多く
はただちに経済的成果に結びつく可能性は
薄いが、そこになんらかの条件がくわわれば、
その可能性は多少なりとも拡大すると考え
られる。その条件がどの程度整っているかを
斟酌しようというのが、先のレディネスの評
価ということができる。 
ともあれ、このレディネス評価は、基本的

にはワークシート上で CSR関連の重要成功要
因と財務的なパフォーマンス指標（準財務指
標を含む）が対応するそれぞれのセルにおい
て行われる。その際、レディネスの程度を±
５の 10 段階（マイナスは、トレードオフな
いし負の相関を意味する）で評価する。ただ
し、当然ながら、すべてのセルが埋まるわけ
ではない。というよりは、むしろ空欄となる
セルの方が多いと考えられる。 
そこで、上記のレディネスが確認できない

場合は、別途、CSR の重要成功要因相互の相
関の強度を 5段階（マイナスの相関が考えに
くいので）で評価し、ある重要成功要因が財
務的な成果との相関が認められなくとも、こ
れと相関を有する他の重要成功要因が財務
的な成果と関連していれば、因果連鎖がつな
がり、レディネスが確保できていると判断で
きる。その際、どの程度のレディネスが確認
できれば妥当と評価するかは、個々の組織が
任意に判断すればよい。というのも、このレ
ディネス評価の基本的な目的は、自社の CSR
の履行の範囲と規模について、組織構成員な
らびにトップマネジメントの合意を得るこ
とにあったからである。 
 
(5)本研究の総括と今後の展望 
本研究は、CSR を将来的には企業の財務的

な成果に結びつくインタンジブルズである
と考え、その見える化の意義を検討し、あわ
せてこれを実現するためのアプローチにつ

いて展望を試みた。上記の見える化の対象と
なるのは、①履行すべき責任の範囲、②CSR
各活動間の相互関連性、③本業およびその成
果と CSR 活動およびその成果との因果連鎖、
および④CSR の履行が社会・環境に与えるベ
ネフィットと自社に対する影響である。これ
らが見える化されることで、なにをどこまで
果たすかが明らかになるとともに、CSR その
ものの履行の効果を高めると期待できる。本
研究では、この見える化に向けたアプローチ
のひとつとして CSR スコアカード（CSR 戦略
マップ）の貢献可能性を検討した。それは基
本的には前述の４つにタイプのすべての見
える化に有効であり、また適切な成果指標が
選択された場合には、経済的成果との関連性
も明確になる。 
 もっとも、CSR スコアカードを活用したと
しても、CSR の性格からして明確に当該活動
の経済性をダイレクトに評価することは困
難である。上記のイノベーション・アクショ
ンリサーチにおいても、その主眼は CSR 活動
と財務的業績指標との因果連鎖の仮定を推
定することに注がざるを得なかった。そこで、
上記のリサーチと並行して、日本ユニシス
（株）の協力をえて、CSR の主要項目である
環境保全対策に的を絞り、その経済性評価の
枠組みを探究するためのアプローチを別途
試みた。というのも、当該 CSR 活動の経済性
評価に関しては、ある程度先行研究の蓄積が
見られたからである。もちろん、本リサーチ
においては、既往の研究には見られない斬新
なアプローチの構築を目指した。すなわち、
マテリアルフローコスト会計とカーボンフ
ットプリント情報を融合させたスコアカー
ドの設計がそれであり、当該リサーチの成果
の一部は日本管理会計学会全国大会におい
て報告を行った。今後は、このアプローチを
さらに発展させるとともに、環境保全対策以
外の他の CSR 要素に対しても、より直接的な
経済性評価の可能性を探究していくつもり
である。 
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